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第  号議案

平成２９年度蒲郡市一般会計予算

平成２９年度蒲郡市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２７，４９１，０００千円と定

める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負

担することができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。

（地 方 債）

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起

債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」によ

る。

（一時借入金）

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高

額は、２，５００，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に

係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の

間の流用

平成２９年２月２７日提出

蒲郡市長  稲 葉 正 吉
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１０



単位：千円

第１表　　歳 入 歳 出 予 算

金　　　　　　額

歳　入

款 項

1 市税 １３，１２４，８００

1 市民税 ５，１４５，６００

2 固定資産税 ５，９９６，０００

3 軽自動車税 １８５，２００

4 市たばこ税 ６３５，０００

5 入湯税 ８５，０００

6 都市計画税 １，０７８，０００

2 地方譲与税 ２４６，０００

1 地方揮発油譲与税 ５６，０００

2 自動車重量譲与税 １４０，０００

3 特別とん譲与税 ５０，０００

3 利子割交付金 １３，０００

1 利子割交付金 １３，０００

4 配当割交付金 ７５，０００

1 配当割交付金 ７５，０００

5 株式等譲渡所得割交付金 ６０，０００

1 株式等譲渡所得割交付金 ６０，０００

6 地方消費税交付金 １，４５０，０００

1 地方消費税交付金 １，４５０，０００

7 ゴルフ場利用税交付金 １，８００

1 ゴルフ場利用税交付金 １，８００

8 自動車取得税交付金 ９０，０００

1 自動車取得税交付金 ９０，０００
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単位：千円

金　　　　　　額款 項

9 地方特例交付金 ４０，０００

1 地方特例交付金 ４０，０００

10 地方交付税 １，５８０，０００

1 地方交付税 １，５８０，０００

11 交通安全対策特別交付金 １２，０００

1 交通安全対策特別交付金 １２，０００

12 分担金及び負担金 ３２，９５２

1 負担金 ３２，９５２

13 使用料及び手数料 ８３４，６８２

1 使用料 ６６８，８１６

2 手数料 １６５，８６６

14 国庫支出金 ２，９２１，５２１

1 国庫負担金 ２，５３４，６００

2 国庫補助金 ３６７，０８９

3 委託金 １９，８３２

15 県支出金 １，９１４，２８９

1 県負担金 ９５４，１２７

2 県補助金 ８３０，６２５

3 委託金 １２９，５３７

16 財産収入 １２４，２５０

1 財産運用収入 １２０，９３０

2 財産売払収入 ３，３２０

17 寄附金 ２０４，２２０
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単位：千円

金　　　　　　額款 項

1 寄附金 ２０４，２２０

18 繰入金 １，６１５，１０８

1 基金繰入金 １，５９７，５９６

2 財産区繰入金 １７，５１２

19 繰越金 ２００，０００

1 繰越金 ２００，０００

20 諸収入 １，３４６，６７８

1 延滞金 １０，０００

2 市預金利子 ３９３

3 貸付金元利収入 ３５８，３２０

4 受託事業収入 ４５，６３０

5 雑入 ９３２，３３５

21 市債 １，６０４，７００

1 市債 １，６０４，７００

歳　　入　　合　　計 ２７，４９１，０００
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単位：千円

金　　　　　　額

歳　出

款 項

議会費 ２６３，１４１1

1 議会費 ２６３，１４１

総務費 ３，３５９，３８６2

1 総務管理費 ２，８４１，４９５

2 徴税費 ３４０，８９２

3 戸籍住民基本台帳費 １２６，５８６

4 選挙費 １４，９８０

5 統計調査費 ２，６５１

6 監査委員費 ３２，７８２

民生費 １０，４０９，６５１3

1 社会福祉費 ５，７４８，８１２

2 児童福祉費 ３，６３３，１８７

3 生活保護費 １，０２７，６５２

衛生費 ２，６３７，３２４4

1 保健衛生費 １，３７８，４０４

2 清掃費 １，２５８，９２０

農林水産業費 ３６４，６３５5

1 農業費 ３３４，４１７

2 林業費 １６，１４０

3 水産業費 １４，０７８

商工費 ７１６，２５０6

1 商工費 ７１６，２５０

土木費 ２，７０５，２２８7
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単位：千円

金　　　　　　額款 項

1 土木管理費 ２５８，８３９

2 道路橋りょう費 ８５０，６３２

3 河川費 ４１，３３０

4 港湾費 ６８，４７１

5 都市計画費 １，３７４，９９５

6 住宅費 １１０，９６１

消防費 １，４５９，７９０8

1 消防費 １，４５９，７９０

教育費 ２，８３３，７２０9

1 教育総務費 ４８７，８２０

2 小学校費 ３５１，１５５

3 中学校費 ２４９，５８２

4 社会教育費 ６８９，６０８

5 保健体育費 １，０５５，５５５

災害復旧費 ４，２００10

1 災害対策費 ２，２００

2 総務施設災害復旧費 １５０

3 民生施設災害復旧費 １５０

4 衛生施設災害復旧費 １５０

5 農林水産施設災害復旧費 ２００

6 商工施設災害復旧費 １５０

7 土木施設災害復旧費 ６００

8 消防施設災害復旧費 １５０
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単位：千円

金　　　　　　額款 項

9 教育施設災害復旧費 ４５０

公債費 ２，６８７，６７５11

1 公債費 ２，６８７，６７５

予備費 ５０，０００12

1 予備費 ５０，０００

２７，４９１，０００歳　　出　　合　　計

 第２表　 債 務 負 担 行 為

単位：千円 

限　度　額

6,200

20,000

83,675

182,275

東三河消防緊急通信指令施設負担金 平成３０年度～平成３４年度

消 防 緊 急 通 信 指 令 施 設 更 新 事 業 平成３０年度～平成３４年度

事　　     　　　項 期　　　　間

土 地 改 良 施 設 維 持 補 修 事 業 平成３０年度

道 路 補 修 事 業 平成３０年度
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 第３表　 地　方　債

単位：千円 

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　　率 償還の方法

庁 舎 耐 震 補 強 事 業 14,500

塩 柄 園 地 公 衆 ト イ レ
整 備 事 業

12,900

道 路 補 修 事 業 22,300

道 路 新 設 改 良 事 業 110,000

橋 り ょ う 改 修 事 業 6,000

公 的 サ イ ン 整 備 事 業 3,600

公 園 整 備 事 業 56,100

市 営 住 宅 補 修 事 業 26,100

消 防 ・ 防 災 施 設
整 備 事 業

125,400

移 動 系 防 災 行 政 無 線
整 備 事 業

203,900

小学校トイレ改修事業 8,900

体 育 施 設 整 備 事 業 15,000

臨 時 財 政 対 策 債 1,000,000

計 1,604,700

　　 3.0％以内

（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
資金について、利率
の見直しを行った後
においては、当該見
直し後の利率）

証書借入又

は証券発行

借入先の融資条件に
よる。ただし、市財
政の都合により繰上
償還することができ
る。
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第  号議案

平成２９年度蒲郡市国民健康保険事業特別会計予算

平成２９年度蒲郡市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ９，４９６，３００千円と定め

る。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。

（歳出予算の流用）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定

により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。

（１）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内

でのこれらの経費の各項の間の流用

平成２９年２月２７日提出

蒲郡市長  稲 葉 正 吉
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単位：千円

第１表　　歳 入 歳 出 予 算

金　　　　　　額

歳　入

款 項

1 国民健康保険税 １，９３４，４５９

1 国民健康保険税 １，９３４，４５９

2 国庫支出金 １，７８１，２２４

1 国庫負担金 １，５１２，０２２

2 国庫補助金 ２６９，２０２

3 療養給付費交付金 ７６，６５９

1 療養給付費交付金 ７６，６５９

4 前期高齢者交付金 ２，００３，２９８

1 前期高齢者交付金 ２，００３，２９８

5 県支出金 ４５２，４２７

1 県負担金 ７４，６７５

2 県補助金 ３７７，７５２

6 共同事業交付金 ２，１５９，６３５

1 共同事業交付金 ２，１５９，６３５

7 財産収入 ３００

1 財産運用収入 ３００

8 繰入金 ９８９，７８０

1 繰入金 ７０４，０００

2 基金繰入金 ２８５，７８０

9 繰越金 ７０，０００

1 繰越金 ７０，０００

10 諸収入 ２８，５１８

1 諸収入 ２８，５１８
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単位：千円

金　　　　　　額款 項

歳　　入　　合　　計 ９，４９６，３００
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単位：千円

金　　　　　　額

歳　出

款 項

総務費 ９９，２９６1

1 総務管理費 ９２，３３２

2 徴税費 ６，９６４

保険給付費 ５，４１２，４０８2

1 療養諸費 ４，７７５，４４８

2 高額療養費 ６００，４００

3 移送費 ６０

4 出産育児諸費 ３０，０００

5 葬祭諸費 ６，５００

老人保健拠出金 ４３3

1 老人保健拠出金 ４３

介護納付金 ４２８，６０６4

1 介護納付金 ４２８，６０６

後期高齢者支援金等 １，０９４，７２５5

1 後期高齢者支援金等 １，０９４，７２５

前期高齢者納付金等 ３，９５５6

1 前期高齢者納付金等 ３，９５５

共同事業拠出金 ２，２１９，７８４7

1 共同事業拠出金 ２，２１９，７８４

保健事業費 ９９，１７３8

1 保健事業費 １８，８８８

2 特定健康診査等事業費 ８０，２８５

基金積立金 ９１，０１０9
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単位：千円

金　　　　　　額款 項

1 基金積立金 ９１，０１０

諸支出金 ２７，３００10

1 償還金及び還付加算金 ２７，３００

予備費 ２０，０００11

1 予備費 ２０，０００

９，４９６，３００歳　　出　　合　　計
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第  号議案

平成２９年度蒲郡市介護保険事業特別会計予算

平成２９年度蒲郡市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５，９５７，４００千円と定め

る。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。

（歳出予算の流用）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定

により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。

（１）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内

でのこれらの経費の各項の間の流用

平成２９年２月２７日提出

蒲郡市長  稲 葉 正 吉
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単位：千円

第１表　　歳 入 歳 出 予 算

金　　　　　　額

歳　入

款 項

1 介護保険料 １，３８８，７７７

1 介護保険料 １，３８８，７７７

2 使用料及び手数料 １４０

1 手数料 １４０

3 国庫支出金 １，２７７，５２２

1 国庫負担金 ９８５，０２３

2 国庫補助金 ２９２，４９９

4 支払基金交付金 １，５２９，１７６

1 支払基金交付金 １，５２９，１７６

5 県支出金 ７８７，５５０

1 県負担金 ７４８，０３９

2 県補助金 ３９，５１１

6 財産収入 ４７９

1 財産運用収入 ４７９

7 繰入金 ９４６，５００

1 繰入金 ９４６，５００

8 繰越金 １

1 繰越金 １

9 諸収入 ２７，２５５

1 延滞金 １０

2 預金利子 １

歳　　入　　合　　計 ５，９５７，４００

3 雑入 ２７，２４４
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単位：千円

金　　　　　　額

歳　出

款 項

総務費 ２５２，５５７1

1 総務管理費 １５７，２５８

2 徴収費 ７，２９９

3 介護認定審査会費 ８８，０００

保険給付費 ５，３３３，６００2

1 介護サービス給付費 ４，７９３，９００

2 介護予防サービス給付費 ２４３，１００

3 その他諸費 ３，１００

4 高額介護サービス費 ７５，６００

5 高額医療合算介護サービス費 １４，０００

6 特定入所者介護サービス等費 ２０３，９００

財政安定化基金拠出金 １０3

1 財政安定化基金拠出金 １０

地域支援事業費 ２４９，１１３4

1 介護予防・日常生活支援総合事 １２８，９４３
業費

2 包括的支援事業・任意事業費 １２０，１７０

基金積立金 １１５，９１８5

1 基金積立金 １１５，９１８

諸支出金 １，２０２6

1 償還金及び還付加算金 １，２０２

予備費 ５，０００7

1 予備費 ５，０００
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単位：千円

金　　　　　　額款 項

５，９５７，４００歳　　出　　合　　計
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第  号議案

平成２９年度蒲郡市後期高齢者医療事業特別会計予算

平成２９年度蒲郡市の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，９７６，９００千円と定め

る。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。

平成２９年２月２７日提出

蒲郡市長  稲 葉 正 吉
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１３



単位：千円

第１表　　歳 入 歳 出 予 算

金　　　　　　額

歳　入

款 項

1 後期高齢者医療保険料 ７８７，４１４

1 後期高齢者医療保険料 ７８７，４１４

2 繰入金 １，１２１，４００

1 繰入金 １，１２１，４００

3 繰越金 ３０，６２７

1 繰越金 ３０，６２７

4 諸収入 ３７，４５９

1 延滞金 １０

2 償還金及び還付加算金 １，４３２

3 預金利子 １

4 受託事業収入 ３４，４２４

5 雑入 １，５９２

歳　　入　　合　　計 １，９７６，９００

― 20 ―



単位：千円

１，９７６，９００歳　　出　　合　　計

1 予備費 ３，０００

1 償還金及び還付加算金 １，４３２

予備費 ３，０００5

諸支出費 １，４３２4

1 保健事業費 ４７，４６７

1 後期高齢者医療広域連合納付金 １，９１５，８３３

保健事業費 ４７，４６７3

後期高齢者医療広域連合納 １，９１５，８３３2
付金

2 徴収費 ３，５０１

1

1 総務管理費 ５，６６７

金　　　　　　額

歳　出

款 項

総務費 ９，１６８
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第  号議案

平成２９年度蒲郡市土地区画整理事業特別会計予算

平成２９年度蒲郡市の土地区画整理事業特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，６１４，７００千円と定め

る。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。

（地 方 債）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起

こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方

法は、「第２表 地方債」による。

平成２９年２月２７日提出

蒲郡市長  稲 葉 正 吉

― 23 ―

１４



単位：千円

第１表　　歳 入 歳 出 予 算

金　　　　　　額

歳　入

款 項

1 保留地処分金 ９０，０００

1 保留地処分金 ９０，０００

2 分担金及び負担金 ６８，０００

1 負担金 ６８，０００

3 国庫支出金 ２７８，８８３

1 国庫補助金 ２７８，８８３

4 繰入金 ７９０，０００

1 繰入金 ７９０，０００

5 繰越金 ７８，０１７

1 繰越金 ７８，０１７

6 諸収入 １００

1 雑入 １００

7 市債 ３０９，７００

歳　　入　　合　　計 １，６１４，７００

1 市債 ３０９，７００
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単位：千円

金　　　　　　額

歳　出

款 項

土地区画整理事業費 １，０１６，７８９1

1 事務所費 １１１，３０８

2 事業費 ９０５，４８１

公債費 ５９２，９１１2

1 公債費 ５９２，９１１

予備費 ５，０００3

１，６１４，７００歳　　出　　合　　計

1 予備費 ５，０００
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 第２表　 地　方　債

単位：千円 

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償 還 の 方 法

土 地 区 画 整 理 事 業 309,700    証書借入 3.0％以内

借入先の融資条件による。
ただし、市財政の都合によ
り繰上償還することができ
る。
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第  号議案

平成２９年度蒲郡市企業用地造成事業特別会計予算

平成２９年度蒲郡市の企業用地造成事業特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２１，１００千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。

（地 方 債）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起

こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方

法は、「第２表 地方債」による。

平成２９年２月２７日提出

蒲郡市長  稲 葉 正 吉
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単位：千円

単位：千円

歳　　出　　合　　計 ２１，１００

1 予備費 １，０００

1 公債費 １６９

3 予備費 １，０００

2 公債費 １６９

1 事業費 １９，９３１

歳　出

款 項 金　　　　　　額

1 企業用地造成事業費 １９，９３１

第１表　　歳 入 歳 出 予 算

金　　　　　　額

歳　入

款 項

1 繰入金 １５，０００

1 繰入金 １５，０００

2 繰越金 １００

1 繰越金 １００

3 市債 ６，０００

歳　　入　　合　　計 ２１，１００

1 市債 ６，０００
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 第２表　 地　方　債

単位：千円 

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償 還 の 方 法

企 業 用 地 造 成 事 業 6,000      証書借入 3.0％以内

借入先の融資条件による。
ただし、市財政の都合によ
り繰上償還することができ
る。
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第  号議案

平成２９年度蒲郡市公共用地対策事業特別会計予算

平成２９年度蒲郡市の公共用地対策事業特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１７０，７００千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。

平成２９年２月２７日提出

蒲郡市長  稲 葉 正 吉
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単位：千円

単位：千円

1 公共用地対策事業費 １７０，７００

歳　　出　　合　　計 １７０，７００

1 公共用地対策事業費 １７０，７００

歳　　入　　合　　計 １７０，７００

歳　出

款 項 金　　　　　　額

1 雑入 １０

1 繰越金 ４９，５９０

3 諸収入 １０

2 繰越金 ４９，５９０

１２１，１００

1 財産売払収入 １２１，１００

第１表　　歳 入 歳 出 予 算

金　　　　　　額

歳　入

款 項

1 財産収入
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第  号議案

平成２９年度蒲郡市下水道事業特別会計予算

平成２９年度蒲郡市の下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，７０８，８００千円と定め

る。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負

担することができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。

（地 方 債）

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起

債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」によ

る。

（一時借入金）

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高

額は、５００，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に

係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の

間の流用

平成２９年２月２７日提出

蒲郡市長  稲 葉 正 吉
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単位：千円

歳　　入　　合　　計 ２，７０８，８００

1 市債 ５０８，８００

2 雑入 ４７８

7 市債 ５０８，８００

1 預金利子 １

6 諸収入 ４７９

1 繰越金 １５９，９９８

1 繰入金 ７００，０００

5 繰越金 １５９，９９８

4 繰入金 ７００，０００

1 国庫補助金 ３７７，６００

2 手数料 ４０

3 国庫支出金 ３７７，６００

1 使用料 ８４９，０００

2 使用料及び手数料 ８４９，０４０

2 負担金 １１２，８７３

１１２，８８３

1 分担金 １０

第１表　　歳 入 歳 出 予 算

金　　　　　　額

歳　入

款 項

1 分担金及び負担金
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単位：千円

２，７０８，８００歳　　出　　合　　計

1 予備費 ５，０００

1 公債費 ７５５，７１０

予備費 ５，０００3

公債費 ７５５，７１０2

2 下水道建設費 １，１６５，７０４

1

1 総務管理費 ７８２，３８６

金　　　　　　額

歳　出

款 項

下水道事業費 １，９４８，０９０
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 第２表　 債 務 負 担 行 為

単位：千円 

限　度　額

8,000平成３０年度下 水 道 施 設 維 持 管 理 事 業

事　　     　　　項 期　　　　間

 第３表　 地　方　債

単位：千円 

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償 還 の 方 法

下 水 道 事 業 508,800    証書借入 3.0％以内

借入先の融資条件による。
ただし、市財政の都合によ
り繰上償還することができ
る。
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第  号議案

平成２９年度蒲郡市三谷町財産区特別会計予算

平成２９年度蒲郡市の三谷町財産区特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２８，５００千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。

平成２９年２月２７日提出

蒲郡市長  稲 葉 正 吉
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１８



単位：千円

単位：千円

歳　　出　　合　　計 ２８，５００

1 予備費 ２，０００

1 繰出金 １２，１１５

3 予備費 ２，０００

2 諸支出金 １２，１１５

1 総務管理費 １４，３８５

歳　出

款 項 金　　　　　　額

1 総務費 １４，３８５

第１表　　歳 入 歳 出 予 算

金　　　　　　額

歳　入

款 項

1 財産収入 ２２，６７２

1 財産運用収入 ２２，６５２

2 財産売払収入 ２０

2 繰越金 ５，８１７

1 繰越金 ５，８１７

3 諸収入 １１

1 預金利子 １

歳　　入　　合　　計 ２８，５００

2 雑入 １０
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第  号議案

平成２９年度蒲郡市西浦町財産区特別会計予算

平成２９年度蒲郡市の西浦町財産区特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１３，１００千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。

平成２９年２月２７日提出

蒲郡市長  稲 葉 正 吉
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１９



単位：千円

単位：千円

歳　　出　　合　　計 １３，１００

1 予備費 ９００

1 繰出金 ５，３９７

3 予備費 ９００

2 諸支出金 ５，３９７

1 総務管理費 ６，８０３

歳　出

款 項 金　　　　　　額

1 総務費 ６，８０３

第１表　　歳 入 歳 出 予 算

金　　　　　　額

歳　入

款 項

1 財産収入 １０，６１９

1 財産運用収入 １０，６０９

2 財産売払収入 １０

2 繰越金 ２，４７０

1 繰越金 ２，４７０

3 諸収入 １１

1 預金利子 １

歳　　入　　合　　計 １３，１００

2 雑入 １０
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第  号議案

平成２９年度蒲郡市水道事業会計予算

（総  則）

第１条 平成２９年度蒲郡市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）年 度 末 給 水 栓 数              ３３，３６７栓

（２）年 間 総 給 水 量          ９，６００，０００㎥

（３）一 日 平 均 給 水 量              ２６，３０１㎥

（４）主要な建設改良事業  配水管布設等事業   ８６１，４００千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

         収        入

第１款 水 道 事 業 収 益          １，９２３，８００千円

  第１項 営 業 収 益         １，７７３，４７２千円

  第２項 営 業 外 収 益           １５０，２９８千円

  第３項 特 別 利 益               ３０千円

         支        出

第１款 水 道 事 業 費 用          １，７９４，９００千円

  第１項 営 業 費 用         １，７５４，２０７千円

  第２項 営 業 外 費 用            ３０，６６３千円

  第３項 特 別 損 失               ３０千円

第４項 予 備 費            １０，０００千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額７８１，７００千円は過年度分損益勘定留保資金

７８１，７００千円で補てんするものとする。）。

         収        入

第１款 資 本 的 収 入            ２７７，０００千円

  第１項 固定資産売却代金                １０千円

  第２項 負 担 金           ７４，６３０千円

  第３項 分 担 金           ４１，８３４千円

第４項 補 助 金           １６０，５２６千円
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         支        出

第１款 資 本 的 支 出          １，０５８，７００千円

  第１項 建 設 改 良 費           ９８２，４７４千円

  第２項 企 業 債 償 還 金           ７６，２２６千円

（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと

定める。

単位：千円

事   項 期  間 限 度 額

水 道 施 設 修 繕 事 業 平成３０年度 ６，５００

収納等総合業務委託事業 平成３０年度～３４年度 ５１７，４８２

経 営 戦 略 策 定 事 業 平成３０年度 ３，４５６

送 水 管 布 設 事 業 平成３０年度 １５５，０００

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、６０，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。

（１）収益的支出の営業費用、営業外費用及び特別損失間の相互における流用

（２）資本的支出の建設改良費及び企業債償還金間の相互における流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

経なければならない。

（１）職 員 給 与 費              １２９，６２５千円

（たな卸資産購入限度額）

第９条 たな卸資産の購入限度額は、１３，６１３千円と定める。

平成２９年２月２７日提出

蒲郡市長  稲 葉 正 吉
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第  号議案

平成２９年度蒲郡市病院事業会計予算

（総  則）

第１条 平成２９年度蒲郡市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）病 床 数              ３８２床

（２）年間患者数          ２７４，９８０人

    入院患者数         ９１，９８０人

    外来患者数         １８３，０００人

（３）一日平均患者数          １，００２人

    入院患者数            ２５２人

    外来患者数             ７５０人

（４）主要な建設改良事業

建物設備改良工事費          １１，１３６千円

器 械 備 品 購 入 費           １３５，０００千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

         収        入

第１款 病 院 事 業 収 益          ７，０９２，１００千円

  第１項 医 業 収 益         ６，１４０，９６０千円

  第２項 医 業 外 収 益          ９５１，１１０千円

  第３項 特 別 利 益                ３０千円

        支        出

第１款 病 院 事 業 費 用          ７，７８５，３００千円

  第１項 医 業 費 用         ７，４９５，１２３千円

第２項 医 業 外 費 用           ２７０，１５７千円

  第３項 特 別 損 失               ２０千円

  第４項 予 備 費            ２０，０００千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額３３６，７００千円は過年度分損益勘定留保資金

３３６，７００千円で補てんするものとする。）。

― 43 ―

２１



        収        入

第１款 資 本 的 収 入           ５８６，６００千円

  第１項 企 業 債           ８５，０００千円

  第２項 出 資 金           ５０１，４００千円

  第３項 固定資産売却代金               １００千円

第４項 投 資 償 還 金               １００千円

        支        出

第１款 資 本 的 支 出           ９２３，３００千円

  第１項 建 設 改 良 費           １４６，７１０千円

  第２項 企 業 債 償 還 金           ７６３，４３９千円

  第３項 投      資            １３，１５１千円

（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと

定める。

（１）事     項  蒲郡市看護師等修学資金

（２）期間及び限度額  蒲郡市看護師等修学資金貸与条例に基づき、平成２９年

  度において貸与を決定した期間及び額

（企 業 債）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

定める。

（１）起 債 の 目 的  医療機器等整備事業費に充てるため。

（２）限 度 額  ８５，０００千円

（３）起 債 の 方 法  証書借入

借入時期は平成２９年度中とする。ただし、事業の進捗

状況等により起債額の全部又は一部を翌年度に繰延べて

借入れることができる。

（４）利 率  年利３．０％以内

（５）償 還 の 方 法  借入先の融資条件による。

（一時借入金）

第７条 一時借入金の限度額は、６００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。

（１）収益的支出の医業費用、医業外費用及び特別損失間の相互における流用

（２）資本的支出の建設改良費、企業債償還金及び投資間の相互における流用
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

経なければならない。

（１）職 員 給 与 費            ４，２７９，１１２千円

（２）交 際 費                １，０００千円

（たな卸資産購入限度額）

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、８８１，１９２千円と定める。

（重要な資産の取得）

第１１条 重要な資産の取得は、次のとおりとする。

種   類 名   称 数   量

器 械 備 品
電話交換機 一   式

臨床検査機器 一   式

平成２９年２月２７日提出

蒲郡市長  稲 葉 正 吉
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第  号議案

平成２９年度蒲郡市モーターボート競走事業会計予算

（総  則）

第１条 平成２９年度蒲郡市モーターボート競走事業会計の予算は、次に定めると

ころによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）年 間 開 催 日 数              １９２日

（２）年間勝舟投票券発売金     ７７，２５０，０００千円

（３）一日平均勝舟投票券発売金         ４０２，３４４千円

（４）年間場間場外受託発売金      １２，４２４，９３０千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

         収        入

第 1 款 競 艇 事 業 収 益        ８１，８０５，６００千円

  第１項 営 業 収 益        ８１，７５１，１８９千円

  第２項 営 業 外 収 益            ５４，４１１千円

         支        出

第 1 款 競 艇 事 業 費 用        ８０，６６１，８００千円

  第１項 営 業 費 用        ７８，８７４，０７３千円

  第２項 営 業 外 費 用        １，７６７，７２７千円

  第３項 予 備 費            ２０，０００千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額１，６１９，５００千円は建設改良積立金８２１，

７０３千円、減債積立金２８６，２３７千円、過年度分損益勘定留保資金１６８，

９１２千円及び当年度分損益勘定留保資金３４２，６４８千円で補てんするもの

とする。）。

         収        入

第 1 款 資 本 的 収 入          ２，０００，０００千円

  第１項 繰 入 金                 ０千円

第２項 償 還 金         ２，０００，０００千円

― 47 ―

２２



         支        出

第 1 款 資 本 的 支 出          ３，６１９，５００千円

  第１項 建 設 改 良 費           ８２１，７０３千円

  第２項 企 業 債 償 還 金          ２８６，２３７千円

第３項 投 資       ２，５０１，５６０千円

第４項 予 備 費            １０，０００千円

（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと

定める。

単位：千円

事    項 期   間 限 度 額

広 告 宣 伝 事 業 平成３０年度 ２，５００

出 走 表 発 行 事 業 平成３０年度 １２０，０００

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。

（１）収益的支出の営業費用、営業外費用及び特別損失間の相互における流用

（２）資本的支出の建設改良費、企業債償還金及び投資間の相互における流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

経なければならない。

（１）職 員 給 与 費             ７５８，４１８千円

（２）交 際 費                １，０００千円

（重要な資産の取得）

第８条 重要な資産の取得は、次のとおりとする。

種   類 名   称 数 量

投 票 機 器

Ｔ８自動発売投票機 ２６台

Ｔ８自動発売払戻投票機 １１台

キャッシュレス投票端末機 １０台

発売システム
トータリゼータシステム及びキャッシュ

レス機器増設対応システム
一式
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平成２９年２月２７日提出

蒲郡市長  稲 葉 正 吉
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